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‭第１章　はじめに‬

‭１　調査目的‬
‭本調査は、京都の地域企業における働き方改革の推進を図るため、企業の働き方改‬

‭革の取組状況、課題等の実態を把握することを目的とする。‬

‭２　調査対象‬
‭　　京の企業「働き方改革」自己診断制度（実現編）活用企業‬

‭３　調査方法‬
‭対象企業が、ＷＥＢサイト「京のまち企業訪問」の管理画面上で、京の企業「働き方‬

‭改革」自己診断制度（実現編）の診断項目に入力した結果を同サイト上で公開する。‬

‭４　調査時期‬
‭　　令和６年１０月１日～令和７年３月３１日‬

‭５　回収数‬
‭４１６社‬

‭※「京の企業「働き方改革」自己診断制度（実践編）」活用企業における「京の企‬

‭業 「働き方改革」自己診断制度（実現編）」活用率：３９．４％‬

‭（令和７年３月３１日現在）‬
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‭６　 回答者属性‬
‭（１）企業規模別‬
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‭（２）‬‭地域別（本社所在地別）‬
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‭（３）‬‭業種別‬
‭　‬
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‭第２章　調査項目‬
‭１　長時間労働削減‬
‭（１）①②を全て満たしている‬

‭①直近1年間での全ての常用雇用者の時間外労働時間が法定基準（年360時間）以下‬

‭（臨時的な特別の事情がある場合は、年720時間以下）‬

‭②直近1年間での全ての常用雇用者の時間外労働時間が法定基準（月45時間）以下‬

‭（臨時的な特別の事情がある場合は、月100時間未満（休日労働を含む）、複数月平‬

‭均80時間以下（休日労働を含む）、時間外労働が月45時間を超えることができるの‬

‭は、年6か月が限度）‬

‭２　休暇取得‬
‭（２）直近1年間での10日以上の年次有給休暇が付与される全ての労働者の年次有給休暇‬

‭の取得日数が法定基準（5日）以上‬

‭３　時間・場所（多様な働き方）‬
‭（３）場所や時間について、多様な働き方を実現するための制度を導入しており、か‬

‭つ、直近3年間にその制度の利用実績がある‬

‭４　育児‬
‭（４）①②③を全て満たしている‬

‭①育児と仕事の両立を支援するための法定を超える制度を導入しており、かつ、直近3‬

‭年間にその制度の利用実績がある‬

‭②直近3年間に在籍中に出産した女性従業員のうち、育児休業を取得した者の割合が　‬

‭81.8％以上‬

‭③直近3年間に配偶者が出産した男性従業員のうち、育児休業等（企業独自の休暇制度‬

‭を含む）を取得した者の割合が3.16％以上、または直近3年間に配偶者が出産した男性‬

‭従業員のうち、育児休業を取得した者が1名以上‬

‭５　介護‬
‭（５）①②を全て満たしている‬

‭①介護と仕事の両立を支援するための法定を超える制度を導入しており、かつ、直近3‬

‭年間にその制度の利用実績がある‬

‭②直近3年間に介護を理由とした退職者がいない（ただし、介護をしている従業員がい‬

‭ること）‬
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‭６　治療‬
‭（６）治療と仕事の両立を支援する制度を導入しており、かつ、直近3年間にその制度の‬

‭利用実績がある‬

‭７　女性活躍‬
‭（７）①②を全て満たしている‬

‭①管理職（課長職以上）に占める女性労働者の割合が、厚生労働省が発表している産‬

‭業ごとの割合の平均以上‬

‭②女性活躍を推進する制度を導入しており、かつ直近3年間にその制度の利用実績があ‬

‭る‬

‭８　非正規雇用‬
‭（８）非正規雇用の従業員の処遇改善等を推進する制度を導入しており、かつ、直近3年‬

‭間にその利用実績がある‬

‭９　高齢者‬
‭（９）高齢者の活躍を推進する制度を導入しており、かつ、その制度を活用した６５歳‬

‭以上の高齢者が活躍している‬

‭１０　障害者‬
‭（１０）①②を全て満たしている‬

‭①障害者の活躍を推進するための制度を導入しており、かつ、直近3年間にその制度の‬

‭利用実績がある‬

‭②直近の6月1日時点の常用労働者のうち、障害者の占める割合が法定雇用率（2.2％）‬

‭以上（ただし、従業員45.5人以上の事業主に限る）‬

‭１１　若年者‬
‭（１１）①②を全て満たしている‬

‭①直近3年間に正社員として就職した新規学卒者等のうち、同期間に離職した者の割合‬

‭が32.2%以下‬

‭②若年者の活躍を推進する制度を導入しており、かつ、直近3年間にその制度の利用実‬

‭績がある‬
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‭１２　外国人‬
‭（１２）外国人の活躍を推進するための制度を導入しており、かつ、直近3年間にその制‬

‭度の利用実績がある‬

‭１３　地域活動‬
‭（１３）従業員の地域活動を推進するための制度を導入しており、かつ、直近3年間にそ‬

‭の制度の利用実績がある‬

‭１４　文化活動‬
‭（１４）従業員の文化活動を推進するための制度を導入しており、かつ、直近3年間にそ‬

‭の制度の利用実績がある‬

‭１５　学び直し等‬
‭（１５）大学や大学院等での学問と仕事の両立（学び直し等）を支援するための制度を‬

‭導入しており、かつ、直近3年間にその制度の利用実績がある‬

‭１６　他の認定取得・表彰受賞‬
‭（１６）直近3年間にいずれかの認定取得・表彰受賞している‬

‭１７　その他‬
‭（１７）他社の模範となる独自の取組を実施しており、高い実績・成果がある‬
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‭第３章　調査結果‬
‭第１　概要‬
‭＜全体像＞‬
‭１　達成状況‬

‭自己診断制度（実現編）活用企業のうち、達成企業の占める割合は、19.5%（81社）‬

‭である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、30.4%（7社）である。一方、中小企業では‬

‭19.0%（66社）である。‬

‭２　公開状況‬
‭自己診断制度（実現編）活用企業のうち、ＷＥＢサイト「京のまち企業訪問」での‬

‭公開同意企業の占める割合は、75.7%（315社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、82.6%（19社）である。一方、中小企業では、‬

‭76.4%（265社）である。‬

‭＜設問別＞‬
‭１　長時間労働削減‬
‭（１）次の要件①・②を全て満たしている企業の占める割合は、56.5%（235社）であ‬

‭る。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、52.2%(12社)である。一方、中小企業では、‬

‭57.6%（200社）である。‬

‭①直近１年間での全ての常用雇用者 の時間外労働時間が法定基準（年360時間）以下‬

‭（臨時的な特別の事情がある場合は、年720時間以下）‬

‭②直近１年間での全ての常用雇用者の時間外労働時間が法定基準（月45時間）以下‬

‭（臨時的な特別な事情がある場合は、月100時間未満（休日労働を含む）、複数月平‬

‭均80時間以下（休日労働を含む）、時間外労働が月45時間を越えることができるの‬

‭は、年６か月が限度）‬

‭２　休暇取得‬
‭（２）直近１年間での10日以上の年次有給休暇が付与される全ての労働者の年次有給休‬

‭暇の取得日数が法定基準（5日）以上の企業の占める割合は、61.1%（254社）であ‬

‭る。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、69.6%（16社）である。一方、中小企業では、‬

‭61.1%（212社）である。‬

‭11‬



‭３　時間・場所（多様な働き方）‬
‭（３）場所や時間について、多様な働き方を実現するための制度を導入しており、かつ直‬

‭近３年間にその制度の利用実績がある企業の占める割合は、59.6%（248社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、73.9%（17社）である。一方、中小企業では、‬

‭61.1%（212社）である。‬

‭４　育児‬
‭（４）次の要件①②③を全て満たしている企業の占める割合は、19.2%（80社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、52.2%（12社）である。一方、中小企業では、‬

‭16.4%（57社）である。‬

‭①育児と仕事の両立を支援するための法定を超える制度を導入しており、かつ、直‬

‭近３年間にその制度の利用実績がある‬

‭②直近3年間に在籍中に出産した女性従業員のうち、育児休業を取得した者の割合が‬

‭81.8％以上‬

‭③直近3年間に配偶者が出産した男性従業員のうち、育児休業等（企業独自の休暇制‬

‭度を含む）を取得した者の割合が3.16％以上、または直近3年間に配偶者が出産した‬

‭男性従業員のうち、育児休業を取得した者が1名以上‬

‭５　介護‬
‭（５）次の要件①②を全て満たしている企業の占める割合は、21.4%（89社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、17.4%（4社）である。一方、中小企業では、‬

‭22.8%（79社）である。‬

‭①介護と仕事の両立を支援するための法定を超える制度を導入しており、かつ、直‬

‭近3年間にその制度の利用実績がある‬

‭②直近3年間に介護を理由とした退職者がいない（ただし、介護をしている従業員が‬

‭いること）‬

‭６　治療‬
‭（６）治療と仕事の両立を支援する制度を導入しており、かつ、直近3年間にその制度の‬

‭利用実績がある企業の占める割合は、40.4%（168社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、60.9%（14社）である。一方、中小企業では、‬

‭40.3%（140社）である。‬
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‭７　女性活躍‬
‭（７）次の要件①②を全て満たしている企業の占める割合は、16.8%（70社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、13.0%（3社）である。一方、中小企業では、‬
‭16.4%（57社）である。‬
‭①管理職（課長職以上）に占める女性労働者の割合が、厚生労働省が発表している‬
‭産業ごとの割合の平均以上‬
‭②女性活躍を推進する制度を導入しており、かつ、直近 3年間にその制度の利用実績‬
‭がある‬

‭８　非正規雇用‬
‭（８）非正規雇用の従業員に処遇改善等を推進する制度を導入しており、かつ、直近3年‬

‭間にその制度の利用実績がある企業の占める割合は、45.4%（189社）である。‬
‭企業規模別でみると、大企業では、52.2%（12社）である。一方、中小企業では、‬

‭43.8%（152社）である。‬

‭９　高齢者‬
‭（９）高齢者の活躍を推進する制度を導入しており、かつ、その制度を活用した65歳以‬

‭上の高齢者が活躍している企業の占める割合は、38.0%（158社）である。‬
‭企業規模別でみると、大企業では、43.5%（10社）である。一方、中小企業では、‬

‭38.3%（133社）である。‬

‭１０　障害者‬
‭（１０）次の要件①②を全て満たしている企業の占める割合は、12.3%（51社）であ‬

‭る。‬
‭企業規模別でみると、大企業では、34.8%（8社）である。一方、中小企業では、‬

‭9.5%（33社）である。‬
‭①障害者の活躍を促進するための制度を導入しており、かつ、直近3年間にその制度‬
‭の利用実績がある‬
‭②直近の6月1日時点の常用労働者のうち、障害者の占める割合が法定雇用率（2.2%）‬
‭以上（ただし、従業員45.5人以上の事業主に限る。）‬

‭１１　若年者‬
‭（１１）次の要件①②を全て満たしている企業の占める割合は、24.5%（102社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、56.5%（13社）である。一方、中小企業では、‬
‭22.8%（79社）である。‬
‭①直近3年間に正社員として就職した新規学卒者等 のうち、同期間に離職した者の割‬
‭合が32.2%以下（高卒者の場合は40.8%以下）‬
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‭②若年者の活躍を推進する制度を導入しており、かつ、直近3年間にその制度の利用‬
‭実績がある‬

‭１２　外国人‬
‭（１２）外国人の活躍を推進するための制度を導入しており、かつ、直近3年間にその制‬

‭度の利用実績がある企業の占める割合は、14.9%（62社）である。‬
‭企業規模別でみると、大企業では、21.7%（5社）である。一方、中小企業では、‬

‭14.4%（50社）である。‬

‭１３　地域活動‬
‭（１３）従業員の地域活動を推進するための制度を導入しており、かつ、直近3年間にそ‬

‭の制度の利用実績がある企業の占める割合は、15.6%（65社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、21.7%（5社）である。一方、中小企業では、‬

‭15.9%（55社）である。‬

‭１４　文化活動‬
‭（１４）従業員の文化活動を推進するための制度を導入しており、かつ、直近3年間にそ‬

‭の制度の利用実績がある企業の占める割合は、13.2%（55社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、8.7%（2社）である。一方、中小企業では、‬

‭14.1%（49社）である。‬

‭１５　学び直し等‬
‭（１５） 大学や大学院等での学問と仕事の両立（学び直し等）を支援するための制度を‬

‭導入しており、かつ、直近3年間にその制度の利用実績がある企業の占める割合‬

‭は、24.0%（100社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、34.8%（8社）である。一方、中小企業では、‬

‭22.8%（79社）である。‬

‭14‬



‭１６　他の認定取得・表彰受賞‬
‭（１６）直近3年間に次の①～③のいずれかの認定取得・表彰受賞している企業の占める‬

‭割合は、21.4%（89社）である。‬
‭企業規模別でみると、大企業では、39.1%（9社）である。一方、中小企業では、‬

‭18.4%（64社）である。‬
‭①国の認定制度‬
‭(1)【厚生労働省】「えるぼし」‬
‭(2)【厚生労働省】「くるみん」‬
‭(3)【厚生労働省】「プラチナくるみん」‬
‭(4)【厚生労働省】「ユースエール」‬
‭②国の表彰制度‬
‭(1)【厚生労働省】「均等・両立推進企業表彰」‬
‭(2)【厚生労働省】「働きやすく生産性の高い企業・職場表彰」‬
‭(3)【厚生労働省】「輝くテレワーク賞」‬
‭(4)【厚生労働省】「グッドキャリア企業アワード」‬
‭(5)【厚生労働省】「障害者雇用優良事業所等厚生労働大臣表彰」‬
‭(6)【厚生労働省】「キャリア支援企業表彰」‬
‭(7)【厚生労働省】「イクボスアワード」‬
‭(8)【厚生労働省】「パートタイム労働者活躍推進企業表彰」‬
‭(9)【経済産業省】「ダイバーシティ経営企業」‬
‭(10)【経済産業省】「健康経営銘柄」‬
‭(11)【経済産業省】「健康経営優良法人」‬
‭(12)【経済産業省】「なでしこ銘柄」‬
‭(13)【内閣府】「女性が輝く先進企業表彰」‬
‭(14)上記に準ずる国の働き方改革に関する認定・表彰‬
‭③京都市又は京都府の認定制度‬
‭(1)【京都市・京都府】「京都モデルワーク・ライフ・バランス認証企業」‬
‭(2)上記に準ずる京都市又は京都府の働き方改革に関する認定・表彰等‬

‭１７　その他‬
‭（１７）他社の模範となる独自の取組を実施しており、高い実績・成果がある企業の占‬

‭める割合は14.7%（61社）である。‬
‭企業規模別でみると、大企業では、17.4%（4社）である。一方、中小企業では、‬

‭15.0%（52社）である。‬

‭15‬



‭第２　全体像‬
‭１　達成状況‬

‭16‬

‭　企業規模別‬ ‭達成‬ ‭未達成‬

‭　大企業‬ ‭30.4%‬ ‭69.6%‬

‭　中小企業‬ ‭19.0%‬ ‭81.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　計‬ ‭19.5%‬ ‭80.5%‬



‭２　公開状況‬

‭　‬

‭17‬

‭　企業規模別‬ ‭公開‬ ‭非公開‬

‭　大企業‬ ‭82.6%‬ ‭17.4%‬
‭　中小企業‬ ‭76.4%‬ ‭23.6%‬
‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭67.4%‬ ‭32.6%‬
‭　計‬ ‭75.7%‬ ‭24.3%‬



‭第３　設問別‬
‭１　長時間労働削減‬
‭設問1　‬

‭全体像 【設問１ ①・② を全て満たしている】‬

‭18‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭52.2%‬ ‭47.8%‬

‭　中小企業‬ ‭57.6%‬ ‭42.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭50.0%‬ ‭50.0%‬

‭　計‬ ‭56.5%‬ ‭43.5%‬



‭①直近１年間での全ての常用雇用者の時間外労働時間が法定基準（年３６０時間）以下‬
‭（臨時的な特別の事情がある場合は、年７２０時間以下）‬

‭19‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭56.5%‬ ‭43.5%‬

‭　中小企業‬ ‭60.2%‬ ‭39.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭58.7%‬ ‭41.3%‬

‭　計‬ ‭59.9%‬ ‭40.1%‬



‭②直近１年間での全ての常用雇用者の時間外労働時間が法定基準（月４５時間）以下‬
‭（臨時的な特別な事情がある場合は、月１００時間未満（休日労働を含む）、複数月平‬
‭均８０時間以下（休日労働を含む）、時間外労働が月４５時間を越えることができるの‬
‭は、年６か月が限度）‬

‭20‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭56.5%‬ ‭43.5%‬

‭　中小企業‬ ‭60.5%‬ ‭39.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭52.2%‬ ‭47.8%‬

‭　計‬ ‭59.4%‬ ‭40.6%‬



‭２　休暇取得‬

‭設問２　直近１年間での１０日以上の年次有給休暇が付与される全ての労働者の年‬
‭次有給休暇の取得日数が法定基準（５日）以上＊労働者の時期指定や計画的‬
‭付与により取得された年次給休暇日数を含む‬

‭21‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭69.6%‬ ‭30.4%‬

‭　中小企業‬ ‭61.1%‬ ‭38.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭56.5%‬ ‭43.5%‬

‭　計‬ ‭61.1%‬ ‭38.9%‬



‭３　時間・場所（多様な働き方）‬

‭設問３　場所や時間について、多様な働き方を実現するための制度を導入しており、か‬
‭つ、直近３年間にその制度の利用実績がある‬

‭全体像 【設問３（１）～（９）のいずれか１つに該当している】‬

‭22‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭73.9%‬ ‭26.1%‬

‭　中小企業‬ ‭61.1%‬ ‭38.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭41.3%‬ ‭58.7%‬

‭　計‬ ‭59.6%‬ ‭40.4%‬



‭（１）テレワーク以外の在宅勤務制度（育児・介護を除く）‬

‭23‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　中小企業‬ ‭6.3%‬ ‭93.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬

‭　計‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬



‭（２）自宅利用型テレワーク制度（育児・介護を除く）‬

‭　‬

‭24‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭52.2%‬ ‭47.8%‬

‭　中小企業‬ ‭26.2%‬ ‭73.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬

‭　計‬ ‭25.5%‬ ‭74.5%‬



‭（３）顧客先や移動中などでのモバイルワーク‬

‭25‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭30.4%‬ ‭69.6%‬

‭　中小企業‬ ‭23.6%‬ ‭76.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬

‭　計‬ ‭22.1%‬ ‭77.9%‬



‭（４）施設利用型テレワーク（サテライトオフィスの設置など）‬

‭26‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　中小企業‬ ‭5.2%‬ ‭94.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　計‬ ‭5.3%‬ ‭94.7%‬



‭（５）地域限定（転勤のない）正社員制度（育児・介護を除く）‬

‭27‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭43.5%‬ ‭56.5%‬

‭　中小企業‬ ‭17.0%‬ ‭83.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬

‭　計‬ ‭17.3%‬ ‭82.7%‬



‭（６）フレックスタイム制度（育児・介護を除く）‬

‭28‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭30.4%‬ ‭69.6%‬

‭　中小企業‬ ‭12.1%‬ ‭87.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭12.0%‬ ‭88.0%‬



‭（７）時差出勤制度‬

‭29‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭47.8%‬ ‭52.2%‬

‭　中小企業‬ ‭29.4%‬ ‭70.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭30.4%‬ ‭69.6%‬

‭　計‬ ‭30.5%‬ ‭69.5%‬



‭（８）短時間勤務・短時間正社員（育児・介護を除く）‬

‭30‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭34.8%‬ ‭65.2%‬

‭　中小企業‬ ‭23.1%‬ ‭76.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭21.7%‬ ‭78.3%‬

‭　計‬ ‭23.6%‬ ‭76.4%‬



‭（９）その他‬

‭31‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭4.6%‬ ‭95.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭4.1%‬ ‭95.9%‬



‭４　育児‬
‭設問４  　従業員の意見を把握する制度がある‬

‭全体像 【設問４ ①のいずれか1つ、および②・③ を満たしている】‬

‭32‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭52.2%‬ ‭47.8%‬

‭　中小企業‬ ‭16.4%‬ ‭83.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭23.9%‬ ‭76.1%‬

‭　計‬ ‭19.2%‬ ‭80.8%‬



‭①育児と仕事の両立を支援するための法定を超える制度を導入しており、かつ、直近３‬
‭年間にその制度の利用実績がある‬
‭（１）育児休業・子の看護・短時間勤務等について、対象者・期間の範囲拡大等の法定‬
‭の条件を超える制度‬

‭33‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭56.5%‬ ‭43.5%‬

‭　中小企業‬ ‭17.6%‬ ‭82.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭15.2%‬ ‭84.8%‬

‭　計‬ ‭19.5%‬ ‭80.5%‬



‭（２）育児休業中に公的保険から支給される育児休業給付金以外の手当等の支給‬

‭　　‬

‭34‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭5.2%‬ ‭94.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　計‬ ‭5.3%‬ ‭94.7%‬



‭（３）育児費用補助制度‬

‭35‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭3.7%‬ ‭96.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭3.1%‬ ‭96.9%‬



‭（４）育児を理由とした在宅勤務・テレワーク制度‬

‭　　‬

‭36‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭13.0%‬ ‭87.0%‬

‭　中小企業‬ ‭13.5%‬ ‭86.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬

‭　計‬ ‭12.7%‬ ‭87.3%‬



‭（５）配偶者（男性）育児休暇制度‬

‭　‬

‭37‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭56.5%‬ ‭43.5%‬

‭　中小企業‬ ‭24.8%‬ ‭75.2%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭34.8%‬ ‭65.2%‬

‭　計‬ ‭27.6%‬ ‭72.4%‬



‭（６）事業保育施設、託児室・授乳コーナー等の設置・運営‬

‭　‬

‭38‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭2.0%‬ ‭98.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭10.9%‬ ‭89.1%‬

‭　計‬ ‭2.9%‬ ‭97.1%‬



‭（７）育児を理由に退職した従業員の再雇用制度‬

‭　‬

‭39‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　中小企業‬ ‭8.9%‬ ‭91.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬

‭　計‬ ‭9.1%‬ ‭90.9%‬



‭（８）育児を理由とした希望する従業員に対する職務や勤務地などの限定制度の導入‬

‭　‬

‭40‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭21.7%‬ ‭78.3%‬

‭　中小企業‬ ‭10.1%‬ ‭89.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　計‬ ‭10.6%‬ ‭89.4%‬



‭（９）その他‬

‭　‬

‭41‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭4.6%‬ ‭95.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　計‬ ‭4.6%‬ ‭95.4%‬



‭②直近3年間に在籍中に出産した女性従業員のうち、育児休業を取得した者の割合が‬
‭８１.８％以上‬

‭　‬

‭42‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭56.5%‬ ‭43.5%‬

‭　中小企業‬ ‭32.9%‬ ‭67.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭47.8%‬ ‭52.2%‬

‭　計‬ ‭35.8%‬ ‭64.2%‬



‭③直近３年間に配偶者が出産した男性従業員のうち、育児休業等（企業独自の休暇制度‬
‭を含む）を取得した者の割合が３.１６％以上、または直近３年間に配偶者が出産した男‬
‭性従業員のうち、育児休業を取得した者が１名以上‬

‭　‬

‭43‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭60.9%‬ ‭39.1%‬

‭　中小企業‬ ‭20.7%‬ ‭79.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭26.1%‬ ‭73.9%‬

‭　計‬ ‭23.6%‬ ‭76.4%‬



‭５　介護‬

‭設問５‬

‭全体像 【設問５ ①のいずれか1つ、および② を満たしている】‬

‭　　‬

‭44‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　中小企業‬ ‭22.8%‬ ‭77.2%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭13.0%‬ ‭87.0%‬

‭　計‬ ‭21.4%‬ ‭78.6%‬



‭①介護と仕事の両立を支援するための法定を超える制度を導入しており、かつ、直近３‬
‭年間にその制度の利用実績がある‬
‭（１）介護休業・介護休暇等について、期間の範囲拡大などの法定の条件を超える制度‬

‭　‬

‭45‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭43.5%‬ ‭56.5%‬

‭　中小企業‬ ‭9.5%‬ ‭90.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　計‬ ‭11.3%‬ ‭88.7%‬



‭（２）介護休業中に公的保険から支給される介護休業給付金以外の手当等の支給‬

‭　‬

‭46‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭1.4%‬ ‭98.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　計‬ ‭1.9%‬ ‭98.1%‬



‭（３）介護費用補助制度‬

‭　‬

‭47‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭1.2%‬ ‭98.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭1.2%‬ ‭98.8%‬



‭（４）介護を理由とした在宅勤務・テレワーク制度‬

‭　‬

‭48‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　中小企業‬ ‭11.2%‬ ‭88.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬

‭　計‬ ‭11.1%‬ ‭88.9%‬



‭（５）介護を理由に退職した従業員の再雇用制度‬

‭　‬

‭49‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　中小企業‬ ‭6.6%‬ ‭93.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　計‬ ‭7.0%‬ ‭93.0%‬



‭（６）介護を理由とした希望する従業員に対する職務や勤務地などの限定制度の導入‬

‭　‬

‭50‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　中小企業‬ ‭9.2%‬ ‭90.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬

‭　計‬ ‭9.4%‬ ‭90.6%‬



‭（７）その他‬

‭　‬

‭51‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭5.2%‬ ‭94.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬



‭②直近３年間に介護を理由とした退職者がいない（ただし、介護をしている従業員がい‬
‭ること） 　　‬

‭　‬

‭52‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭30.4%‬ ‭69.6%‬

‭　中小企業‬ ‭35.7%‬ ‭64.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭34.8%‬ ‭65.2%‬

‭　計‬ ‭35.3%‬ ‭64.7%‬



‭６　治療‬

‭設問６   治療と仕事の両立を支援する制度を導入しており、かつ、直近３年間にその制度‬
‭の利用実績がある‬

‭全体像 【設問６（１）～（４）のいずれか１つに該当している】‬

‭53‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭60.9%‬ ‭39.1%‬

‭　中小企業‬ ‭40.3%‬ ‭59.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭30.4%‬ ‭69.6%‬

‭　計‬ ‭40.4%‬ ‭59.6%‬



‭（１）疾病の治療・通院のための休暇制度‬

‭54‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭34.8%‬ ‭65.2%‬

‭　中小企業‬ ‭17.3%‬ ‭82.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　計‬ ‭18.3%‬ ‭81.7%‬



‭（２）疾病の治療・通院のための柔軟な勤務制度‬

‭55‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭13.0%‬ ‭87.0%‬

‭　中小企業‬ ‭27.1%‬ ‭72.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　計‬ ‭25.2%‬ ‭74.8%‬



‭（３）休職から復職のための短時間勤務制度、リハビリ勤務制度‬

‭56‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭34.8%‬ ‭65.2%‬

‭　中小企業‬ ‭13.3%‬ ‭86.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭15.2%‬ ‭84.8%‬

‭　計‬ ‭14.7%‬ ‭85.3%‬



‭（４）その他‬

‭57‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭13.0%‬ ‭87.0%‬

‭　中小企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭4.6%‬ ‭95.4%‬



‭７　女性活躍‬

‭設問７‬

‭全体像 【設問７ ①および、② のいずれか1つを満たしている】‬

‭　　　‬

‭58‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭13.0%‬ ‭87.0%‬

‭　中小企業‬ ‭16.4%‬ ‭83.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭21.7%‬ ‭78.3%‬

‭　計‬ ‭16.8%‬ ‭83.2%‬



‭①管理職（課長職以上）に占める女性労働者の割合が、厚生労働省が発表している産業‬
‭ごとの割合の平均以上‬

‭　　‬

‭59‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭13.0%‬ ‭87.0%‬

‭　中小企業‬ ‭19.6%‬ ‭80.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭32.6%‬ ‭67.4%‬

‭　計‬ ‭20.7%‬ ‭79.3%‬



‭②女性活躍を推進する制度を導入しており、かつ、直近３年間にその制度の利用実績‬
‭がある‬
‭（１）短時間勤務制度・フレックスタイム制・在宅勤務・テレワーク等による柔軟な‬
‭働き方の制度‬

‭　　‬

‭60‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭52.2%‬ ‭47.8%‬

‭　中小企業‬ ‭25.6%‬ ‭74.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭19.6%‬ ‭80.4%‬

‭　計‬ ‭26.4%‬ ‭73.6%‬



‭（２）配置・育成・教育訓練、評価・登用に関する制度‬

‭　　‬

‭61‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭26.1%‬ ‭73.9%‬

‭　中小企業‬ ‭12.7%‬ ‭87.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　計‬ ‭13.9%‬ ‭86.1%‬



‭（３）多様なキャリアコースに関する制度‬

‭　　‬

‭62‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭21.7%‬ ‭78.3%‬

‭　中小企業‬ ‭10.4%‬ ‭89.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　計‬ ‭10.8%‬ ‭89.2%‬



‭（４）その他‬

‭　　‬

‭63‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　計‬ ‭4.1%‬ ‭95.9%‬



‭８　非正規雇用‬

‭設問８ 　非正規雇用の従業員の処遇改善等を推進する制度を導入しており、かつ、‬

‭直近３年間にその制度の利用実績がある‬

‭全体像 【設問８（１）～（４）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭64‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭52.2%‬ ‭47.8%‬

‭　中小企業‬ ‭43.8%‬ ‭56.2%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭54.3%‬ ‭45.7%‬

‭　計‬ ‭45.4%‬ ‭54.6%‬



‭（１）非正規社員から正社員へ転換する社内制度‬

‭　　‬

‭65‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭43.5%‬ ‭56.5%‬

‭　中小企業‬ ‭35.2%‬ ‭64.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭50.0%‬ ‭50.0%‬

‭　計‬ ‭37.3%‬ ‭62.7%‬



‭（２）非正規社員に対する能力開発制度‬

‭　　‬

‭66‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭34.8%‬ ‭65.2%‬

‭　中小企業‬ ‭10.1%‬ ‭89.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭15.2%‬ ‭84.8%‬

‭　計‬ ‭12.0%‬ ‭88.0%‬



‭（３）非正規社員に対する法定の条件を超える休暇等の処遇‬

‭　　‬

‭67‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭26.1%‬ ‭73.9%‬

‭　中小企業‬ ‭6.3%‬ ‭93.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭15.2%‬ ‭84.8%‬

‭　計‬ ‭8.4%‬ ‭91.6%‬



‭（４）その他‬

‭　　‬

‭68‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　中小企業‬ ‭6.1%‬ ‭93.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭5.8%‬ ‭94.2%‬



‭９　高齢者‬

‭設問９  高齢者の活躍を推進する制度を導入しており、かつ、その制度を活用した‬

‭６５歳以上の高齢者が活躍している‬

‭全体像 【設問９（１）～（４）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭69‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭43.5%‬ ‭56.5%‬

‭　中小企業‬ ‭38.3%‬ ‭61.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭32.6%‬ ‭67.4%‬

‭　計‬ ‭38.0%‬ ‭62.0%‬



‭（１）労働時間・勤務日数・休暇等について、高齢者が活躍できる法定の条件を超える‬
‭制度‬

‭　　‬

‭70‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　中小企業‬ ‭17.0%‬ ‭83.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭19.6%‬ ‭80.4%‬

‭　計‬ ‭17.3%‬ ‭82.7%‬



‭（２）就業環境（健康管理・作業環境の整備）について、高齢者が活躍できる制度‬

‭　　‬

‭71‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭21.7%‬ ‭78.3%‬

‭　中小企業‬ ‭20.7%‬ ‭79.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭26.1%‬ ‭73.9%‬

‭　計‬ ‭21.4%‬ ‭78.6%‬



‭（３）職域開拓・能力開発・技能伝承について、高齢者が活躍できる制度‬

‭　　‬

‭72‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　中小企業‬ ‭17.3%‬ ‭82.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭13.0%‬ ‭87.0%‬

‭　計‬ ‭16.3%‬ ‭83.7%‬



‭（４）その他‬
‭　　‬

‭73‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　中小企業‬ ‭6.1%‬ ‭93.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭6.3%‬ ‭93.8%‬



‭10　障害者‬

‭設問10‬

‭全体像 【設問１０ ①のいずれか1つ、および②を満たしている】‬

‭　　　‬

‭74‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭34.8%‬ ‭65.2%‬

‭　中小企業‬ ‭9.5%‬ ‭90.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭21.7%‬ ‭78.3%‬

‭　計‬ ‭12.3%‬ ‭87.7%‬



‭①障害者の活躍を推進するための制度（【挑戦編】の項目１５）を導入しており、か‬
‭つ、直近３年間にその制度の利用実績がある‬
‭（１）労働時間・勤務日数・休暇等について、障害者が活躍できる制度‬
‭　　‬

‭75‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　中小企業‬ ‭9.5%‬ ‭90.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭23.9%‬ ‭76.1%‬

‭　計‬ ‭11.5%‬ ‭88.5%‬



‭（２）就業環境（健康管理・作業環境の整備）について、障害者が活躍できる制度‬
‭　　‬

‭76‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭34.8%‬ ‭65.2%‬

‭　中小企業‬ ‭7.5%‬ ‭92.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭19.6%‬ ‭80.4%‬

‭　計‬ ‭10.3%‬ ‭89.7%‬



‭（３）職域開拓・能力開発について、障害者が活躍できる制度‬
‭　　‬

‭77‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭13.0%‬ ‭87.0%‬

‭　中小企業‬ ‭3.2%‬ ‭96.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭10.9%‬ ‭89.1%‬

‭　計‬ ‭4.6%‬ ‭95.4%‬



‭（４）その他‬
‭　　‬

‭78‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭4.9%‬ ‭95.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭4.6%‬ ‭95.4%‬



‭②直近の６月１日時点の常用労働者のうち、障害者の占める割合が法定雇用率（２.２‬
‭％）以上（ただし、従業員４５.５人以上の事業主に限る）　　‬

‭79‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭47.8%‬ ‭52.2%‬

‭　中小企業‬ ‭16.1%‬ ‭83.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭28.3%‬ ‭71.7%‬

‭　計‬ ‭19.2%‬ ‭80.8%‬



‭11　若年者‬

‭設問11‬

‭全体像 【設問１１ ①および、② のいずれか1つを満たしている】‬

‭　　　‬

‭80‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭56.5%‬ ‭43.5%‬

‭　中小企業‬ ‭22.8%‬ ‭77.2%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭21.7%‬ ‭78.3%‬

‭　計‬ ‭24.5%‬ ‭75.5%‬



‭①直近3年間に正社員として就職した新規学卒者等のうち、同期間に離職した者の割合が‬
‭３２.２％以下‬
‭　　‬

‭81‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭60.9%‬ ‭39.1%‬

‭　中小企業‬ ‭38.0%‬ ‭62.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭37.0%‬ ‭63.0%‬

‭　計‬ ‭39.2%‬ ‭60.8%‬



‭②若年者の活躍を推進する制度を導入しており、かつ、直近３年間にその制度の利用‬
‭実績がある‬
‭（１）若年社員の職場定着を目的とした制度‬
‭　　‬

‭82‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭43.5%‬ ‭56.5%‬

‭　中小企業‬ ‭17.3%‬ ‭82.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭19.6%‬ ‭80.4%‬

‭　計‬ ‭19.0%‬ ‭81.0%‬



‭（２）若年社員の人材育成を目的とした制度‬
‭　　‬

‭83‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭52.2%‬ ‭47.8%‬

‭　中小企業‬ ‭24.2%‬ ‭75.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭19.6%‬ ‭80.4%‬

‭　計‬ ‭25.2%‬ ‭74.8%‬



‭（３）その他‬
‭　　‬

‭84‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　中小企業‬ ‭4.0%‬ ‭96.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭4.1%‬ ‭95.9%‬



‭12　外国人‬

‭設問12 　外国人の活躍を推進するための制度を導入しており、かつ、直近３年間にその‬

‭制度の利用実績がある‬

‭全体像 【設問１２（１）～（３）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭85‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭21.7%‬ ‭78.3%‬

‭　中小企業‬ ‭14.4%‬ ‭85.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭15.2%‬ ‭84.8%‬

‭　計‬ ‭14.9%‬ ‭85.1%‬



‭（１）外国人の職場定着を目的とした制度‬
‭　　‬

‭86‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭6.1%‬ ‭93.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭10.9%‬ ‭89.1%‬

‭　計‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬



‭（２）外国人の人材育成を目的とした制度‬
‭　　‬

‭87‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭6.3%‬ ‭93.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭10.9%‬ ‭89.1%‬

‭　計‬ ‭6.7%‬ ‭93.3%‬



‭（３）その他‬
‭　　‬

‭88‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　中小企業‬ ‭5.8%‬ ‭94.2%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭5.8%‬ ‭94.2%‬



‭13　地域活動‬

‭設問13  　従業員の地域活動を推進するための制度を導入しており、かつ、直近３年間に‬

‭その制度の利用実績がある‬

‭全体像 【設問１３（１）～（３）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭89‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭21.7%‬ ‭78.3%‬

‭　中小企業‬ ‭15.9%‬ ‭84.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭10.9%‬ ‭89.1%‬

‭　計‬ ‭15.6%‬ ‭84.4%‬



‭（１）地域活動等の社会貢献のための休暇制度‬
‭　　‬

‭90‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　中小企業‬ ‭7.5%‬ ‭92.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬

‭　計‬ ‭7.9%‬ ‭92.1%‬



‭（２）従業員の地域活動等の社会貢献に対する補助制度‬
‭　　‬

‭91‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭4.0%‬ ‭96.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　計‬ ‭4.1%‬ ‭95.9%‬



‭（３）その他‬
‭　　‬

‭92‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭7.2%‬ ‭92.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬



‭14　文化活動‬

‭設問14  　従業員の文化活動を推進するための制度を導入しており、かつ、直近３年間に‬

‭その制度の利用実績がある‬

‭全体像 【設問１４（１）～（３）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭93‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　中小企業‬ ‭14.1%‬ ‭85.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　計‬ ‭13.2%‬ ‭86.8%‬



‭（１）文化活動等の社会貢献のための休暇制度‬
‭　　‬

‭94‬

‭　企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭5.5%‬ ‭94.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　計‬ ‭5.0%‬ ‭95.0%‬



‭（２）従業員の文化活動等の社会貢献に対する補助制度‬
‭　　‬

‭95‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭3.7%‬ ‭96.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　計‬ ‭3.6%‬ ‭96.4%‬



‭（３）その他‬
‭　　‬

‭96‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　中小企業‬ ‭6.3%‬ ‭93.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭6.0%‬ ‭94.0%‬



‭15　学び直し等‬

‭設問15  　大学や大学院等での学問と仕事の両立（学び直し等）を支援するための制度を‬

‭導入しており、かつ、直近３年間にその制度の利用実績がある‬

‭全体像 【設問１５（１）～（３）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭97‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭34.8%‬ ‭65.2%‬

‭　中小企業‬ ‭22.8%‬ ‭77.2%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭28.3%‬ ‭71.7%‬

‭　計‬ ‭24.0%‬ ‭76.0%‬



‭（１）自己啓発や教育訓練のための休暇制度　‬
‭　‬

‭98‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　中小企業‬ ‭5.2%‬ ‭94.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭5.0%‬ ‭95.0%‬



‭（２）従業員の自己啓発や教育訓練のための補助制度‬
‭　　‬

‭99‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭34.8%‬ ‭65.2%‬

‭　中小企業‬ ‭16.1%‬ ‭83.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭23.9%‬ ‭76.1%‬

‭　計‬ ‭18.0%‬ ‭82.0%‬



‭（３）その他‬
‭　　‬

‭100‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭4.9%‬ ‭95.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭4.6%‬ ‭95.4%‬



‭16　他の認定取得・表彰受賞　‬

‭設問16‬

‭全体像 【直近３年間に設問１６ ①～③ のいずれかの認定取得・表彰受賞している】‬

‭　　　‬

‭101‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭39.1%‬ ‭60.9%‬

‭　中小企業‬ ‭18.4%‬ ‭81.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭34.8%‬ ‭65.2%‬

‭　計‬ ‭21.4%‬ ‭78.6%‬



‭①次に定める国の認定制度を取得している‬
‭（１）【厚生労働省】「えるぼし」を取得している‬
‭　　‬

‭102‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭13.0%‬ ‭87.0%‬

‭　中小企業‬ ‭0.3%‬ ‭99.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭1.2%‬ ‭98.8%‬



‭（２）【厚生労働省】「くるみん」を取得している‬
‭　　‬

‭103‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭21.7%‬ ‭78.3%‬

‭　中小企業‬ ‭1.7%‬ ‭98.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬

‭　計‬ ‭3.4%‬ ‭96.6%‬



‭（３）【厚生労働省】「プラチナくるみん」を取得している‬
‭　　‬

‭104‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭13.0%‬ ‭87.0%‬

‭　中小企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭0.7%‬ ‭99.3%‬



‭（４）【厚生労働省】「ユースエール」を取得している‬
‭　　‬

‭105‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭0.3%‬ ‭99.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭0.5%‬ ‭99.5%‬



‭②次に定める国の表彰制度を取得している‬
‭（１）【厚生労働省】「均等・両立推進企業表彰」を取得している‬
‭　　‬

‭106‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬



‭（２）【厚生労働省】「働きやすく生産性の高い企業・職場表彰」を取得している‬
‭　　‬

‭107‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬



‭（３）【厚生労働省】「輝くテレワーク賞」を取得している‬
‭　　‬

‭108‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬



‭（４）【厚生労働省】「グッドキャリア企業アワード」を取得している‬
‭　　‬

‭109‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭0.5%‬ ‭99.5%‬



‭（５）【厚生労働省】「障害者雇用優良事業所等厚生労働大臣表彰」を取得している‬
‭　　‬

‭110‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭0.3%‬ ‭99.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭0.2%‬ ‭99.8%‬



‭（６）【厚生労働省】「キャリア支援企業表彰」を取得している‬
‭　　‬

‭111‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬



‭（７）【厚生労働省】「イクボスアワード」を取得している‬
‭　　‬

‭112‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭0.2%‬ ‭99.8%‬



‭（８）【厚生労働省】「パートタイム労働者活躍推進企業表彰」を取得している‬
‭　　‬

‭113‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬



‭（９）【経済産業省】「ダイバーシティ経営企業」を取得している‬
‭　　‬

‭114‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭0.5%‬ ‭99.5%‬



‭（１０）【経済産業省】「健康経営銘柄」を取得している‬

‭115‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭0.2%‬ ‭99.8%‬



‭（１１）【経済産業省】「健康経営優良法人」を取得している‬

‭116‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭13.0%‬ ‭87.0%‬

‭　中小企業‬ ‭5.2%‬ ‭94.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭5.0%‬ ‭95.0%‬



‭（１２）【経済産業省】「なでしこ銘柄」を取得している‬

‭117‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭0.2%‬ ‭99.8%‬



‭（１３）【内閣府】「女性が輝く先進企業表彰」を取得している‬

‭118‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　中小企業‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬

‭　計‬ ‭0.0%‬ ‭100.0%‬



‭（１４）上記に準ずる国の働き方改革に関する認定・表彰等を取得している‬

‭119‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭1.4%‬ ‭98.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.2%‬ ‭97.8%‬

‭　計‬ ‭1.7%‬ ‭98.3%‬



‭③次に定める京都市又は京都府の認定制度を認定取得している‬
‭（１）【京都市・京都府】「京都モデルワーク・ライフ・バランス認証企業」を取得‬
‭している‬

‭120‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭12.4%‬ ‭87.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭28.3%‬ ‭71.7%‬

‭　計‬ ‭13.7%‬ ‭86.3%‬



‭（２）上記に準ずる京都市又は京都府の働き方改革に関する認定・表彰等を取得して‬
‭いる‬

‭121‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭4.3%‬ ‭95.7%‬

‭　中小企業‬ ‭3.2%‬ ‭96.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭6.5%‬ ‭93.5%‬

‭　計‬ ‭3.6%‬ ‭96.4%‬



‭17　その他‬

‭設問17  　他社の模範となる独自の取組を実施しており、高い実績・成果がある‬

‭　　‬

‭122‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.4%‬ ‭82.6%‬

‭　中小企業‬ ‭15.0%‬ ‭85.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭10.9%‬ ‭89.1%‬

‭　計‬ ‭14.7%‬ ‭85.3%‬


